
第39回 通 常 総 会 議事次第

一般社団法人日本 ビルエネルギー総合管理技術協会

1． 日 時 平 成28年5月26日 （木 ）14時30分 ～16時10分

2， 会 場 機 械 振 興 会 館6階6D・1、6D－2

東 京都 港 区 芝 公 園3－5－8電 話03－3434・8216

3． 次 第

（1）総会成立宣言

（新入会員紹介）

（2）来賓挨拶

経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー ・新エネルギー部

省エネルギー対策課長 辻本 圭助 殿

公益社団法人全国ビルメンテナンス協会

会 長 一戸 隆男 殿

一般財団法人省エネル ギーセ ンター

常務理事 平井 昌博 殿

（3）会長挨拶

（4）表彰式

功労者表彰 （会長表彰）

ビルエネルギー管理功績者表彰 （理事長表彰）

ビルエネルギー管理優良事業場表彰 （理事長表彰）

（会長 ・来賓 ご退席）

（5）議長選出

（6）議長開会挨拶

（7）理事長挨拶



（8）議案審議

（第1号 議案）

議事録署名人選任について

（第2号 議案）

平成27年 度事業報告について

（第3号 議案）

平成28年 度事業計画について

（第4号 議案）

平成27年 度決算報告にっいて

（監事監査報告）

（第5号 議案）

平成28年 度収支予算について

（第6号 議案）

役員任期満了に伴 う改選について （理事 ・監事の選任、会長の推薦）

（第7号 議案）

定款の一部改正について

（報告事項）

平成28年 度執行部について

（9）閉会
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平成27年 度表彰者

平成27年 度事業報告書案

平成28年 度事業計画書案

平成27年 度決算報告書案

監査報告書

平成28年 度収支予算案

平成27年 度執行部等一覧

平成28年 度会長推薦、理事 ・監事選任案

定款 （H28．6．1改正案）

以上



（総 資料1）

平成27年 度功労者表彰

（敬称略）

No 所 属 氏 名 協 会 役 職

① 千葉大学 川瀬 貴晴
ビル管理優良事業者評価制度

審査委員会委員

② 高砂 丸誠 エ ンジニア リン グサー ビス㈱ 渋谷 正道 理事

③ 鹿島建物総合管理㈱ 藁科 茂 技術委員、研修会講師

平成27年 度ビルエネルギー管理功績者表彰
（敬称 略）

No 会 社 氏 名 役 職

① グローブシ ツプ㈱ 市川 一夫
営業四部三課
コーププラザ出張所 所長

② 太平 ビルサー ビス㈱ 藤井 孝悦
千葉支店 技術課
技術統轄課長

③ 東京不動産管理㈱ 遊馬 章由
事業第一部
霞が関エ リア統括所 副エ リア総括所長

④ 昭和建物管理㈱ 佐光 真二
岐阜本社
岐阜県総合医療センター 統括責任者

⑤ 三幸㈱ 安藤 高行 第二事業部 主任

⑥ ㈱ シー ビー エ ス 大橋 進
エンジニア リング事業部門

所長

⑦ ㈱東 急 コ ミュニテ ィー 堀籠 敏男
ビルマネジメン ト事業部渋谷ビル運営部

技術主幹、 ビルマネージャー

⑧ ㈱東幸 市川 勘一
人材開発センター 設備
電気業務責任者 主任

⑨ ㈱ハ リマビステム 渡邉 洋一
袖ケ浦福祉センター
班長
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平成27年 度ビルエネルギー管理優良事業場表彰

No 会 社 事 業 場 所在地

① 鹿島建物総合管理㈱
東京国立近代美術館 （本館）
管理事務所

東京都千代田区

② 東京不動産管理㈱ 東京スクエアガーデン 東京都中央区

③ ㈱ハ リマ ビステ ム 東京労災病院 東京都大田区

④ 高砂丸誠エ ンジニア リングサー ビス㈱ 越 中島ST本 社 ビル 東京都江東区

⑤ 昭和建物管理㈱ 西尾市民病院 愛知県西尾市

⑥ ㈱ シー ビーエ ス 日経立川別館 東京都立川市

⑦ 東京 ビジネスサー ビス㈱ 越谷市斎場 埼玉県越谷市

⑧ ㈱ケイ ミックス 日土地 山下町 ビル 横浜市中区
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（総 資料2）

平成27年 度事業報告書 （案）

平成27年 度は従来の活動 に加 え、2年 目となる 「エコチューニングビジネスモデル確立事業」

を全協と共同で推進し、会員企業の設備管理 ・運営技術の向上に結びつけることにより、新

しいビジネスモデルの構築を目指した。また、各種研修会、施設見学会を実施するとともに、

会員会社で働 く女性の活躍を支援するため、「女性のための省エネセミナー・交流会」の開催、

協会機関誌を通じた設備業務に従事する女性社員の紹介などを積極的に行った。また、平成

26年 度か ら設置した 脇 会担当責任者制度」の定着化を図り、協会との更なる情報の共有化

を通じて協会事業の理解と活性化を図った。一方、関係省庁、関係団体との連携強化に努め

ながら、将来の協会活動への展望について検討を重ねた。

1． 総務 関係

（1） 第38回 通常総会開催

平成27年5月27日 （水）14：30～16：40機 械振 興会館 （6D－1、6D－－2号室）

① 平成26年 度事業報告 につ いて

② 平成27年 度事業計画 につい て

③ 平成26年 度決算報告 につ いて （監事監査報告）

④ 平成27年 度収支予算計画 について

（報告事 項）平成27年 度 執行部 、委員 会 （委員長〉にっいて

各議案にっいて審議を行い、それぞれ原案どお り承認。

表彰を行った。

さらに、協会功労者等の

（2） 第132回 理 事会 開催

平 成27年3月24日 （火 ）14：00～15：30 機械振興会館 （6－62号室）

① 平成26年 度事業報告について

② 平成27年 度事業計画について

③ 平成26年 度決算見込について

④ 平成27年 度収支予算案について

⑤ 平成27年 度執行部等について

⑥ 平成26年 度表彰者 ・表彰事業場の選考について

（報告事項）・平成27年 度エコチューニングビジネスモデル確立事業の予定について

・第38回 通常総会について

各議案にっいて審議を行い、それぞれ原案どおり承認。
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（3） 第133回 理事会開催

平成27年5月27日 （水）13：30～14：10

機 械振興会館 （6－62号室）

① 平成26年 度決算報告 について （監事監査報告）

② 平成27年 度収支 予算案 について

③ 平成27年 度執行部 、委員会 （委員長） について

（報告 事項）・第38回 通 常総会 について

各議案にっいて審議を行い、それぞれ原案どおり承認。

（4） 協会担 当責任者会議

平成27年9月10日 （木）14：00～18：30機 会振興会館 （B2－1号室）

出席者 ：42名

①各 委員 会報告

②講演 ：「都市型ZEBの 実現 に向けて」大成建設㈱技術セ ンター建築技術研 究所

③平成27年 度エ コチューニ ング ビジネスモデル確 立事 業にっいて

④建築物 エネルギー消費量調査 にっ いて （調 査委員会）

⑤ ビル設備機器 の更新状況調査 につ いて （技術委員 会）

会議終了後 「情報交換会」を開催。

（5）会員数

平成28年3月 末 日現在会員数

1種 正会員

3種 正会員

賛 助 会 員

30社

9社

16社

合 計55社

2． 調査研 究事業

（1）建築物 エネル ギー消費量調査 （A調 査）

この調査は、当協会が発足以来毎年実施 してお り、今年度で38報 となる。

①調査内容 ：会員会社協力の基、ビル の総消費量 をエネルギー源別に月毎調査 し各種の

集計分析 を行った。

②報告概要 ：用途別のビルの1㎡ 当た りの年間エネルギー消費量 をエネル ギー消費原

単位 等で算 出 し、省 エネ推進 に活用す る。
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③調査対象 ：今 年度 は、全国で804件 であった。

④調査対象期間 ：平成26年 度 分 （H26．4～H27．3）

⑤報告書発刊 ：平成28年3． 月 （報告書第38報 ）

3． 技術研究事業

（1） 省エネ機器 の普及 状況

業務用 ビル335棟 につ いて、省エネ機器 や トップ ランナー機器 の導入状況 について

調査集 計をお こな った。

（2） エ コチューニ ング事業

本年 度は、平成26年 度に引 き続 き 「エ コチ ューニ ング ビジネスモデル確 立事業」を、

技術委 員会が中心 とな り、公 益社 団法人全国 ビル メ ンテナ ンス協会 と共同で推進 した。

・エ コチューニ ングの実践

・エ コチュ・一ニング技術者 の教育用テキス トの編集

・エコチューニング技術者資格制度 の検討

4． 教育事業

（1） ビルエネルギーマネージャー研修会

昭和56年 から32年 間にわた り、実施 してきた 「ビルエネルギー総合管理指導員養

成研修会」受講者数は約750名 に達 している。業務用 ビルの省エネを推進させるた

め特に省エネ法適用外の中小ビルを運用管理で省エネを実現するための管理技術者

を育成し、ビルで消費されるエネルギーのマネジメン トを行える人材育成を目的と

して 「ビルエネルギー総合管理指導員養成研修会」を 「ビルエネルギーマネージャ

ー研修会」に改編し、平成25年 度か ら実施 している。

（上 期 ）

・期 間 ：平成27年6月11日 （木 ）～6月12日 （金 ）

・会 場 ：機 械 振 興 会館 （B3畦 号 室）

・受 講者 ：17名

（下 期 ）

・期 間 ：平成27年11月12日 （木 ）～11月13日 （金 ）

・会 場 ：機 械 振 興 会館 （6－62号 室 ）

・受 講 者 ：16名
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（2） 女性 の た めの省 エネ セ ミナ ー ・交 流会

（第1回 ）

・開催 日 ：平 成27年7 ．月16目 （木 ）

・会 場 ：機 械 振 興 会館 （B3－6号 室 ）、 レス トラ ン 「ル ・パ ン ・コテ ィデ ィア ン1

・講 演 二「省 エ ネ とはた ら く女性 （エ コク ッキ ン グ のす す め）」 東 京 ガ ス㈱

・参加 者 ：33名

（第2回 ）

e開 催 日 ：平成28年1月19日 （火 ）

・会 場 ：パ ナ ソニ ック㈱ 東 京 汐 留 ビル 、 レス トラ ン 「ラ ・パ ウザ」

・講 演 ：① 「省 エ ネ政 策 の動 向 につ いて 」 経 済 産 業 省 省 エネ 対 策 課

②fHEMSの あ るス マ ー トな く ら し」、fEmanage（ エマネージ ）に つ い て 」

パ ナ ソニ ッ ク㈱ エ コ ソ リュー シ ョン ズ社

・参 加 者 ：30名

（3）ガス吸収冷温水機講習会

第1回 目講習会への応募者が多数であったため、急遽第2回 目講習会 を開催 した。

①平成27年 度第1回 （通算第3回 ）講習会

・開催 日 ：平成27年10月22日 （木）9：30～17：00

・会 場 ：東 京ガス㈱千住研修セ ンター

・参加 者118名

②平成27年 度第2回 （通算 第4回 ）講習会

・開催 日 ：平成28年1月15日 （金 ）9：30～17：00

・会 場 ：東京 ガス㈱千住研修 セ ンター

・参加 者115名

（4）電気主任技術者研修会

開催 日1平 成28年3月17日 （木）13：30～16：30

会 場 ：機械振興会館 （B3－6号室）

参加者 ：25名

講 演 ・「自家用電気工作物に関する最近の関係法令、電気事故等について」

経済産業省 関東東北産業保安監督部 電力安全課 新堀 好明氏

・「電力小売の全面自由化について」

経済産業省 電力取引監視等委員会事務局 総務課 宇野 達矢氏
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（5） 見学会

施 設見学会 は3回 実施 した。

① 三菱電機 ビルテ クノサー ビス㈱rM’sstation」 見学会

第1回 目見学会へ の応募者が多数 であったため、第2回 目見 学会 を追加 開催 した。

（1回目）

開催 日 ：平成27年4月10日 （金 ）

参加者 ：26名

（2回 目）

開催 日 ：平成27年4月13H（ 月）

参加者 ：14名 参加者合計40名

② 「東京臨海 リサイ クルパ ワー㈱ 」 （スーパーエ コプ ラン ト）お よび

「中間貯蔵 ・環境安全事業㈱j（ 東 京PCB処 理 事業所 ）見学会

開催 日 ：平成27年10月15日 （月）

参加者 ：28名

③ 「東京イー ス ト21」 見学会

開催 日 ：平成28年2月8日 （月）

参加者 ：24名

5． ビル管理優良事業者評価制度 （SEESER）

平成27年 度は新規の申し込みはなく、再認証が2社 であった。引き続き公益社団法人

全国ビルメンテナンス協会の協賛と、一般社団法人 目本ビルヂング協会および一般社団

法人東京ビルヂング協会へ協力依頼し、標記評価制度への参加企業を募集中である。

また、会員企業および会員外企業 ・ビルオーナー側への効率的な制度周知活動にっいて

検討 した。

6． 電気主任技術者関連事業

（1）電気主任技術者届出 ・申請に伴う指導 ・相談

（2）保安規程 と電気主任技術者選任の手引の販売

①保安規程1ビ ル管理会社用の専任用（桃色）と兼任用 （赤色）

見なし設置用の専任 （わかくさ色）と兼任 （もえぎ色）

②電気主任技術者選任の手引 〔ビル管理会社用〕（改訂第8版 ）

（3）電気主任技術者研修会の開催 （詳細は4．教育事業の項）
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7． 広報事 業

（1）機 関誌 「BEE」 の発行

隔月 に発行 し、協会 の活動状況、省エネ関連政策情報 ・技術情報等 を掲載 し、紹介 し

てい る。

特 に今年度 は、女性 の活躍推 進支援 の観 点か ら、①女性 のための省エネセ ミナー ・交

流 会 の紹介②設備管理 の現場 で活躍す る女性ス タッフの紹介③女性社員 による新春座

談会 な どの記事 を掲載 した。 また、 ビル エネルギーマネー ジャー研修会、施設見学会

等 の状 況について も詳 しく紹介 した。

なお、機 関誌 「BEE」 は平成27年5月 発行 分で通算第400号 とな り、平成27年7

月発行 の第401号 において記念 記事 を掲載 した。

（2） ホー ムペ ージの活用

ホー ムペー ジは平成25年 度 に リニ ューアル したが、平成27年 度 は特 に当協会の活 動

を広 く紹介 しつつ 、研修会 、施設 見学会 の広報や、取 り扱 い書籍 の紹介 と販 売な どに

積極 的に活用 した。

8． その他事 業

（1）功労者等の表彰

当協会の発展に功労があった個人 （功労者）及び省エネルギーの推進に貢献があった

個人、事業所 （ビルエネルギー管理功績者 ・優良事業場）に対する平成26年 度表彰を

第38回 通常総会において次の とお り行った。

① 功労者表彰 （会長表彰）

② ビルエネルギー管理功績者表彰 （理事長表彰）

③ ビルエネルギー管理優良事業場表彰（理事長表彰）

名

名

社

∩
∂

ワ
～

O
O

（2）刊行物 の販売委託

協会で発行 している報告書、テキス ト等についての販売を外部に継続委託した。

・委託先 ：①㈱クリーンシステム科学研究所 ビルメンブックセンター

②デイリーヤマザキ 関東財務局店 （保安規程）

以上
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（総 資料3）

平成28年 度 事業計画書 （案）

1． 基本 的方針

平成28年 度 も従来 に引き続 き、将来に向けた ビルエネルギーの効率的管理や省エネル ギー

推進 を目指 し、会員企業 をは じめとした業界、社会 に貢献すべ く更に充実 した協会活動を

推進す る。

また、関係官庁や関連諸団体 との連携 を密に しなが ら会員各社のこ負託 に応 えられる協会

作 りを 目指す。なお、平成26年 度か ら推進 してい る 「エコチューニ ングビジネスモデル確

立事業」は平成28年 度 も当協会の主要事業 として、継続 して推進 し、成果の獲得 を目指す。

併せて 「会員サー ビス」 の更なる向上 を図るため、各種研修会、セ ミナー、施設見学

会等について、特に関東エ リア以外の会員会社に対す るサー ビス も充実 させ る予定である。

女性の活躍推進にっいては、平成27年 度か ら主 として教育、広報面において展開 したが、

平成28年 度 は平成27年 度 の状況を踏まえなが ら、更に充実 させたい。

一方将来の基盤作 りも見据 えなが ら新規事業についても検討 を行い
、導入を図って行 く。

2．総務事業

（1） 「協会担 当責任者」 とのパイプ強化

平成26年 度 に 「協会担 当責任者」制度 を設置 したが、協会担当責任者会議 な どを通 じて、

更に協会 とのパイプを強化す る。

なお、平成28年10月 には 「平成28年 度協会担 当責任者会議G開 催す る予定。

（2）女性の活躍推進支援

平成27年 度か ら推進 してい る 「女性 の活躍支援」にっいては、各方面か らの要望 と期待 に

応 えるべ く教育事業、広報事業 とも連携 しながら、更に発展充実 させ て行 く。

（3）新規事業の検討

関係省庁、地方公共団体 、関係団体 との連携 を密に しなが ら、検討 を継続す る。

特 に平成28年 度 は、環境教育の技術開発 に関す る事業計画の研究 を推進す る。

（4）講師派遣制度の定着化

平成28年 度は、エ コチ ュー ニング推進センターが主催す る講習会への講師派遣 を中心 とし

て本制度の運用を図 り、定着化 を目指す。

一9・ 一



3． 調査事 業

・建築物 エネルギー消費量調査

この調査事業は、平成28年 度で38年 間継続中の事業である。業務用 ビル で消費 され るエネ

ルギー について集計 ・分析 を行い、「建築物エネルギー消費量調査報告書」として毎年4月 に

発刊 しているが、分析数値の精度を高 めるための方策 として他の協会や団体へ協力依頼を行

う。 また、併せて本調査報告書の幅広い有効活用 を図るため、市場開拓等についての広報活

動 も検討す る。

なお、事業の概要 は、会員企業の協力をもとに管理 している業務用 ビル800～900件 にっいて

エネル ギー別、月別消費量を集計 し一次原単位 に換算 をお こない、年 間単位 面積 当た りの消

費量を原単位 として算定す るものである。その他 ビル設備に関す るデータ （原単位） を掲載

している。

・調査対象期間 ：平成27年 度分 （H27．4～H28．3）

・報告書発刊 ：第39報 （平成29年4月 ）

4． 技 術 事 業

（1）省エネル ギー機器の導入状況 の調査

平成27年 度 に実施 した調査の集計 をおこない、今後の省エネ対策に参考 となる報告書を作

成 し、新規事業への活用についても検討す る。

（2）エコチューニングビジネスモデル事業

平成28年 度は、エコチューニング実践現場の支援活動 ならびにエ コチューニング技術者認

定講習 の支援を中心に活動を継続 してい く。

5． 教育事業

（1）ビルエネルギーマネー ジャー研修会

従来のビルエネルギー総合管理技術指導員養成研修会 をべ一スに して、平成25年 度か らビル

エネルギーマネージャー研修会 を実施 しているが、平成28年 度は上期 にエコチュー ニング推

進センター による 「エコチューニ ング技術者資格講習会」が実施 され るため、下期1回 のみ

の開催 とす る。

平成28年 度 ビルエネルギーマネージャー研修会

・実施予定時期

・研修 日数

・募集予定人数

・予定研修会場

平成28年11月

2日 間

30名

機械振興会館 （東京）
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（2）エ コチューニング技術者資格講習会 （エ コチュー一ニング推進セ ンター主催）

①第1種 エ コチューニング技術者講習会 （3日間）

（関東地区）

開催予定 日 平成28年5月11目 （水）～13日 （金）

募集人数120名 研修会場TKP神 田ビジネスセンター

（近畿地 区）

開催予定 日 平成28年5月18日 （水）～20日 （金）

募集人数100名 研修会場CIVI研 修セ ンター新大阪東

②第2種 エ コチューニング技術者講習会 （3日聞）

（東 北地区）

開催予定 日 平成28年8月1日 （．月）～3日 （水）

募集人数50名 研修会場TKPガ ーデ ンシティ仙台

（九州地 区）

開催予定 日 平成28年8月22日 （月）～24日 （水）

募集人数50名 研修会場 電気 ビル カンファ レンス

（関東地区）

開催予定 日 平成28年8． 月29日 （月）～31日 （水）

募集人数150名 研修会場 損保会館

（近畿地 区）

開催予定 日 平成28年9月12日 （月）～14日 （水）

募集 人数100名 研修会場 新大阪丸ビル別館

（3）初 中級者 向 「ガス吸収冷温水機講習会」 （平成28年 度は2回 開催予定）

・開催予定 日 平成28年IO月11日 （火）、平成28年11月1日 （火）

・研修 日数1日

・募集人数 各15名

・講習会場 東京ガス千住研修セ ンター

（4）第3回 女 性のための省エネセ ミナー ・交流会

・開催予定時期 平成28年7月

・研修 目数1日

・募集予定人数30名 （女性）

・セ ミナー会場 未定
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（5）電気主任技術者研修会

・開催予定時期

・研修 日数

・募集予定人数

・予定研修会場

平成29年3月

1日

50名

機械振興会館 （東京）

（6）エネル ギー関連施設等 の見学会の開催

省エネ ビル、イ ンテ リジェン トビル、省エネ関連施設等 の見学会 を年3回 程度開催す る。

（第1回 施設見学会）

開催 日時 平成28年4E18日 （月）午後1時30分 ～

場 所 フーハ東京 （新宿NSビ ル）

募集人数30名

6． 電気主任技術者関連事業

（1）電気主任技術者届出 ・申請に伴 う指導および相談

ビル管理会社職員から選任される電気主任技術者の届出 ・申請の手続き等について指導や

相談に応じ、電気主任技術者行政に関する業務の円滑化に協力する。

（2）保安規程等書籍の販売

電気主任技術者選任届出に必要な保安規程等の販売を行う。

（3）平成28年 度電気主任技術者研修会を平成29年3月 に開催する予定。

7． 広報事業

（1＞機関誌 「BEE」 の発行

従来 と同様 に機関誌 「BEE」 を隔月1回 発行 し、協会 の活動状況、関連業界 の情報、エ

ネル ギー 関連の官庁情報、省エネルギー技術情報等 を紹介す る。

平成27年 度 に実施 した機 関誌 「BEE」に関するアンケー ト調査結果等踏 まえ、特集記事等

の検討 とともに業界誌 とも連携を強化 し、内容の充実 を図る。

（2）ホームページの拡充

研修会 ・施設見学会の開催告知をはじめ、協会PRも 含 めて、積極的な活用を図 る。

（3）刊行物の販売促進

協会で刊行 している調査報告書等書籍 にっいて、 ビル メンブ ックセンター等の業者 と継続

して連携 し、販売 を促進 させ る。
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8． 表 彰事業

当協会発展 のために功労があった方、及び ビルの省エネル ギーの推進 に貢献 され た個人 ・事

業場に対す る表彰を従来か ら実施 しているが、平成28年 度 も継続 して通常総会 において表彰

を行 う。

なお、功労者 は会長表彰、ビルエネルギー管理功績者及び優良事業場表彰 は理事長表彰 とし、

それぞれ表彰状お よび記念品を贈呈する。

9． ビル管理優良事業者評価制度 （SEESER）

平成28年 度は、広 く本制度を活用する企業を増やすことを目的として、会員外企業やビ

ルオーナーに対しても制度周知を図るために業界誌等とも連携し、PRを 強化する。

また、エコチューニングビジネスモデル確立事業推進に関連 して、本制度の評価機能の

活用を検討する。

10． そ の他 事 業

地方公共団体などが委託する省エネに関する業務に関して、特に調査 ・コンサル関係事業の

受託に向けて情報収集など積極的な活動を展開する。

以上
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（総 資料4）

平成27年 度決算報告書 （案）

一般社団法人 日本 ビルエネル ギー一総合管理技術協会
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正 味 財 産 増 滅 計
tS童

（総 資 料4－1）

平成27年4月1日 か ら平成28年3E31日 まで

一般社団法人 日本ビルエネルギー総合管理技術協会 （単位 ：円）

科 目 当年度 前年度 増 減

1一 般正味財産増減の部

1経 常 増 減 の 部

（1）経 常 収 益

① 受 取 入 会 金 0 0 0

受 取 入 会 金 0 0 0

② 受 取 会 費 20，825，000 22，530，000 △1，705，000

正 会 員 19，375，000 20，760，000 △1，385，000

賛 助 会 員 1，450，000 1，770，000 △320，000

③ 事 業 ’収 益 54，493，820 71，509，022 △17，015，202

調査 事 業収益 317，510 217，201 100，309

教 育事業収 益 1，576，549 1，065，332 511，217

技術 事業収 益 22，371 70，061 △47，690

電 気 主 任 技 術 者
指 導 事 業 収 益 419，252 516，631 △97，379

ピ ル 管 理 優 良 事 業 者

評 価 制 度 事 業 収 益 640，000 1，920，000 △1，280，000

広 報事 業収益 1，732，100 1，939，814 △207，714

受託 事業 収益 49，786，038 65，779，983 △15，993，945

④ 雑 収 益 8，325 315，692 △307，367

受 取 利 息 8，325 5，386 2，939

雑 収 益 0 310，306 △310，306

経 常 収 益 計 75，327パ45 94，354，714 △19，027，569

（2）経 常 費 用

① 事 業 費 48コ33，726 63，328，891 △ て5コ95，165

給 料 手 当 5，029，223 5，130，480 △101，257

臨 時 雇 賃 金 2，997，000 2．490β40 506， 工60

退 職 給付費用 0 0 0

法 定 福 利 費 918，097 879，115 38，982

福 利 厚 生 費 44，690 44，783 △93

委 員 謝 金 0 52，000 △52，000

講 師 謝 金 480，000 706，000 △226，000

広 告 宣 伝 費 139，730 182，930 △43，200

会 場 費 242，764 112，084 130，680

会 議 費 245，617 111，664 133，953

旅 費 交 通 費 862，853 1，271，288 △408，435

通 信 運 搬 費 643，818 709，066 △65，248

消 耗 品 費 687，687 555，883 131，804

光 熱 水 料 費 161，055 171，773 △10，718

支 払 手 数 料 6，318 12，966 △6，648
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科 目 当年度 前年度 増 減

賃 借 料 3，963，710 3，902，024 61，686

租 税 公 課 2，032，200 2，632，676 △600，476

減 価 償 却 費 0 0 0

HP運 営 費 0 0 C

資 料 費 99，000 51，000 48，000

委 託 費 24，288，660 40，693，322 △16，404，662

印 刷 費 5之91，304 3，618，997 1，672，307

i雑 費 0 0 0

② 管 理 費 11，468，370 1t643，469 △175，099

給 料 手 当 4，136，017 4，014，760 121，257

臨 時 雇 賃 金 1，443，000 1，949，160 △506，160

退職 給付 費用 0 0 0

法 定 福 利 費 755，125 687，935 67，190

福 利 厚 生 費 31，070 35，044 △3，974

委 員 謝 金 0 0 0

講 師 謝 金 22，000 0 22，0GO

広 告 宣 伝 費 0 3，263 △3，263

会 場 費 163，005 172，152 △9，147

会 議 費 215，106 123，758 91，348

旅 費 交 通 費 933，062 841，790 91，272

通 信 運 搬 費 182，491 168，125 14，366

消 耗 品 費 466，333 414，765 51，568

光 熱 水 料 費 111，986 ユ34，417 △22，431

支 払 手 数 料 872，424 864，349 8，075

賃 借 料 1，646，307 1，568，556 77，751

租 税 公 課 11，440 12，464 △1，024

減 価 償 却 費 30，982 30，965 17

HP運 営 費 281，000 307，000 △26，000

資 料 費 0 0 0

委 託 費 0 0 0

印 刷 費 10，800 24，300 △13，500

雑 費 156，222 290，666 △134，444

経 常 費 用 計 59，602，096 74，972，360 △15，370，264

当期経常増減額 15，725，049 19，382，354 △3，657，305

2経 常外 増 減 の部

（1）経 常外 収 益

経 常 外 収 益 計 0 0 0

（2）経 常外 費用

印刷 物廃 棄損 324，341 482，494 △158，153

貯 蔵 品廃 棄損 0 0 0
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科 目 当年度 前年度 増 減

経 常 外 費 用 計

当期経常外増減額

税引前当期一般正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

H指 定正味財産増減の部

一般正味財産への振替額

当期指定正味財産増減額

指定正昧財産期首残高

指定正味財産期末残高

皿 正味財産期末残高

324，341 482，494 △ ］58，153

△324，34］ △482，494 158，153

15，400，708 18，899；860 △3，499，152

70，000 70，000 0

15，330，708 18，829，860 △3，499，152

57，322，936 38，493，076 18，829，860

72，653，644 57，322，936 15，330，708

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

72，653，644 57，322，936 15，330，708
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1

一般社団法人 日本ピルエネルギー総合管理技術協会

一 （総 資料4－2）
平成2？年4月1日から平成2S年朋31日まで

爽施事業嬉会許 その他会計
科 目

敵育事業 電気主任技術者関連事業
ピル管迦優良Ψ焔
者評価側度剤燦

共通 小計 鯛査事業 技術事業 広報事業 受托事業 …共通 小計
法人会計 内部取引控除 合 計

1一 般正味財産瑚減の部

1経 常 増 滅 の 部 卓

（1）経 常 収 益

① 受 取 入 会 金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 o

受 取 入 会 金 0 0 0

② 受 取 会 嚢 0 0 0 o 0 o o 0 0 o 0 20，825，000 0 20，825，000

正 会 員 0
’

0 19，376，000 19，375，000

賛 助 会 員 0 0 1，450，000 1，450，COO

③ 事 叢 収 益 1，576，549 419，252 640，000 o 2，635，801 3］］，510 22，371 1コ32，100 49，786，038 0 51，858，019 o o 54，493，820

鯛 査事業収益 o 0 317，510 3工7，510 317，5工O

技術事業収益 0 22，37］ 22，3？1 22」371

教育事業収益 ユ，576，549 1，576，549 0 1，676，54曾

技術事業収益 0 0 0

電 江 主 任 技 借 者
搬 埠1『 築 収 益 419，252 419，252 0 419，252

広報事業収益 0 1，732，100 1，732，100 1，732，100

優 良事業 収益 640⑨000 6如 ‘000 0 64qOOO

受 庇事業 収益 0 49，786，038 49．？8a‘038 491786103日

’ ④ 雑 収 益
0 0 0 o 0 o 0 o 0 o 0 8，325 0 8，325

受 取 剰 息 0 0 8，325 8，325

雑 収 益 0 0 0 0

経 常 収 益 計 1，576，549 419，252 640，000 0 2．635．8① 317，510 22，3了1 1，732コoo 49コ86．038 o 5t85日0］9 20，θ33，325 0 751327㌦45

（2）経 常 費 用

① 事 業 費 4，01君，966 1，433，648 2．OB］，240 0 7，533，754 5．4211228 1，436，886 3，278，182 30，463，676 0 40，599，972 0 0 48コ33、726

給 料 手 当 1，087，012 425，712 8工5，598

・
21328，322 6571336 657，336 δ70，631 自工5，598 2，700，901 §，029，223

臨 時 雇 賃 金 444‘000 444，000 222‘000 1，110，000 444‘000 222，000 111‘000 1．1101000 1188？ ，000 21997，000

退職給付費用 0 0 o

法 定 福 利 費 198，443 77¶638 148，91？ 424，998 119，970 119‘970 104，242 148，917 493，099 918，09？

招 利 厚 生 費 日，525 4，842 5，781 191148 6，130 4，895 31796 10，721 25，542 44，日90

委 貫 謝 金 0 o 0

購 師 謝 金 48qOOO 480，000 0 480‘000

広 告 宜 伝 費 0 139‘730 139‘730 139，？30

会 協 費 242，764 242，？64 o 242‘764

会 疏 費 200，617 200，617 46‘000 45，000 245，6工7

旅 費 交 通 費 165，060 49，441 ？1‘035 285，626 88，694 63‘982 69，go3 354‘848 577，327 862，863

通 借 運 搬 費 109，202 37，225 51，117 197，544 79‘613 16，467 156，248 193，946 446，274 643，818

消 耗 品 費 23？，702 20‘844 268，54日 216，185 66‘681 94，683 63，692 429，141 687，687

光 熟 水 料 費 30，720 171449 20，835 69，004 22，091 17，640 13，681 38‘639 92，051 工6ユ‘055

新 聞 図 響 費 0 0 o

支 払 手 数 料 972 972 162 5，184 5‘346 6β18

賃 借 料 461，622 256」521 306，299 1，0U442 324‘765 259，331 201，122 2，164，050 2，949，268 3．9630710

租 税 公 蝋 57，885 15‘393 23，698 96，9？6 41，858 821 63，596 1，828，949 1，935，224 2，032，200

減 価 償 却 費 0 0 0

HP運 営 費 0 0 0

賓 料i費 99，000 99‘000
、 0 99，OOO

委1h… 費 394，144 394‘144 1，749，600 214，900 21，930，016 23，894，516 24，288，660

印 刷 費 206‘424 105，327 311‘？51 1，672，086 8，763 1，489，488 1，日09，216 4，979，553 §，291，304

原 稿 料 0 0 o

雑 費 o 0 0

② 管 理i匿 o o 0 0 o o 0 0 00 0 11，468，370 o 11，468，370

給 料 手 当 0 0 4，136，017 4，136，01？

臨 時 雇 賃 金 0 0 1．4431000 1．4431000

退職給付費用 0 o 0

法 定 福 利 費 0 o 755‘125 755，125

福 利 厚 生 費 o o 31｝070 31，070

単位 （円）
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平成28年3月31日 現在 （総 資料4－3）

一般社団法人 日本ビルエネルギー総合管理技術協会 （単位 ：円）

科 目 当 年 度 前 年 度 増 減

1資 産 の 部

1流 動 資 産

現 金 50フ037 132，665 △82，628

普 通 預 金 42，475，760 23，687，654 ユ8，788，106

売 掛 金 24，088，084 47，883，767 △23，795，683

未 収 金 680，000 730，000 △50，000

印 刷 物 2，067，755 4，138，948 △2，071，193

貯 蔵 品 306，722 306，722 0

前 払 費 用 299，096 299，096 0

流 動 資 産 合 計 69，967，454 77，178，852 △7．21ユ β98

2固 定 資 産

（1）特 定 資 産

特 定 資 産 合 計 0 0 0

（2）そ の 他 固 定 資 産

什 器 備 品 16，164 47，146 △30，982

電 話 加 入 権 2，000 2，000 0

敷 金 3，323，292 3，323，292 0

事業拡充積立預金 3，600，000 3，600，000 0

その他固定資産合計 6，941，456 6，972，438 △30，982

固 定 資 産 合 計 6，941，456 6，972，438 △30，982

資 産 合 計 76，908，910 84，151，290 △7，242，380

n負 債 の 部

1流 動 負 債

未 払 金 2，762，307 23，522，096 △20，759，789

未 払法人税等 70，000 70，000 0

未 払消費税等 686，200 2，629，500 △1，943，300

前 受 金 375，000 375，000 0

預 り 金 361，759 23ユ ，758 130，001

流 動 負 債 合 計 4，255，266 26，828，354 △22，573，088

2固 定 負 債

固 定 負 債 合 計 0 0 0

負 債 合 計 4，255，266 26，828，354 △22，573，088

皿 正 味 財 産 の 部 0

1一 般 正 味 財 産 72，653，644 57，322，936 15，330，708

（うち特定資産への充当額） （0） （0） （0）

正 味 財 産 合 計 72，653，644 57，322，936 15，330，708

負債及び正味財産合計 76，908，910 84，151，290 △7，242，380

・－23・ ・一



貸 丑 ⊥又 照 表 内9

平成28年3月31目 現 在 ．（総 資 料4－4）

一般社団法人 日本ビルエネルギー総合管理技術協会 （単位 ：円）

科 目 実施事業等会計 その他会計 法人会計 内部取引消去 合 計

1資 産 の 部

1流 動 資 産

現 金

普 通 預 金

売 掛 金

未 収 金

印 刷 物

貯 蔵 品

前 払i費 用

流 動 資 産 合 計

2固 定 資 産

（1）特 定 資 産

特 定 資 産 合 計

（2）その他 固定資産

什 器 備 品

電 話 加 入 権

敷 金

事業拡充積立預金

・ その他固定資産合計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

H負 債」 の 部

1流 動 負 債

未 払 金

未 払 法人税等

未 払 消費税等

前 受 金

預 り 金

流 動 負 債 合 計

2固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

皿正 味 財 産 の 部

1一 般 正 味 財 産

（うち特定資産への充当額）

正 味 財 産 合 計

負債及び正味財産合計

57，886

878，521

75，589

24，030，198

1，189，234

100，835

50，037

42，475，760

680，000

306，722

122，672

50，037

42，475，760

24，088，084

680，000

2，067，755

306，722

299，096

1，011，996 25，320，267 43，635，191 0 69，967，454

0

0 0 0 0 0

16，164

2，000

3β23，292

3，600，000

16，164

2，000

3，323，292

3，600，000

0 0 6，941，456 G 6，941，456

0 0 6，94L456 0 6，941，456

1，011，996 25，320，267 50，576，647 0 76，908，910

65，959

33，190

1，102

2，552，715

70，00G

653，010

262，191

143，633

375，000

98，466

2，762，307

70，000

686，200

375，000

361，759

100，251 3，537，916 6ヱ7，099 0 4，255，266

0 0 0 0 0

ユ00，251 3，537，916 617，099 0 4，255，266

911，745

（0）

21，782，351

（0）

49，959，548

（0）

0

（0）

72，653，644

（0）

911，745 21，782，351 49，959，548 0 72，653，644

1，011，996 25，320，267 50，576，647 0 76，908，910

一24一



マiき

に対 る注記 （総 資料4－5）

1、重要な会計方針

（1）棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法による低価法によっている。

（2）固定資産の減価償却の方法

什器備品 … 定額法により減価償却を行い直接法で処理 してい る。

（3）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

（4）リース取引の会計処理

リース物件 の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引については通
常の賃貸借取引にかかる方法に準 じた会計処理によっている。

2．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとお りである。

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

小 計

特定資産

小 計

合 計

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

3．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとお りである。

科 目 当期末残高
（うち指定正味財産から
の充当額）

（うち一般正味財産か ら

の充当額〉
（うち負債対応する額）

基本財産

小 計

特定資産

小 計

合 計

0 0 0 0

0 0 0 （0）

0 0 0 （0）

4． 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとお りである。

科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

什 器 備 品

合 計

3，482，445 3，466，281 16， ユ64

3，482，445 3，466，281 ヱ6，164

一25一



wag （総 資 料4－6）

1． 基本財産及び特定資産の明細

基本財産及び特定資産の明細については、「財務諸表に対す る注記」の 「2．基本財産及び特定資産の

増減額及びその残高」に記載のとお りである。

一26－ 一



（総 資料5）1

監 査 報 告

平成28年4月27日

会協術技理管合総一ギル

殿

ネェ

穂

ル

出

ビ

日

本日

村

人

西

法団

長

社

事

般

理

一

監 事 加藤 憲司禰

監 事 佐 々 木 茂 印 工

三〆

私たち監事は、平成27年4月1日 から平成28年3月31日 までの事業年度 の理事の職務の執行 に

関 して、本監査報告を作成 し、以下のとお り報告いた します。

1． 監査の方法及びその内容

各監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、

理事会その他重要な会議に出席し、理事及び使用人等からその職務の執行状況にっいて報告を受け、必

要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、法人事務所において業務及び財産の状況並びに公

益目的支出計画の実施の状況を調査いたしました。さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行

いました。

以上の方法に基づき、当該年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算関係書類 （貸借対照表、正

味財産増減計算書及びこれらの附属明細書）並びに公益目的支出計画実施報告書について検討いたしま

した。

2． 監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い法人の状況を正しく示しているものと認

めます。

二 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ

ません。

（2）計算関係書類の監査結果

計算関係書類は、法人の財産及び損益 （正味財産増減）の状況をすべて重要な点において適正

に表示しているものと認めます。

（3）公益目的支出計画実施報告書は、法令及び定款に従い法人の公益目的支出計画の実施の状況を

正しく示しているものと認めます。

以上
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（総 資料6）

平成28年 度収支予算 （案）

科 目 28年 度収支予算

1一 般正味財産増減の部
1経 常 増 減 の 部

（1） 経 常 収 益

① 特定資産運用益
0

② 受 取 入 会 金 300，000

受 取 入 会 金 300，000

③ 受 取 会 費 20，920，000

正 会 員 受 取 会 費 19，470，000

賛助 会員受 取会 費 1，450，000

④ 事 業 収 益 33，830，000

調 査 事 業 収 益 300，000

教 育 事 業 収 益 1，560，000

技 術 事 業 収 益 50，000

電 気 主 任 技 術 者
指 導 事 業 収 益 500，0CO

広 報 事 業 収 益 2，000，000

優 良 事 業 収 益 640，000

受 託 事 業 収 益 他 28，780，000

⑤ 雑 収 益 10，000

受 取 利 息 10，000

雑i収 益 0

経 常 収 益 計 55，060，000
｝

（2） 経 常 費 用

① 事 業 費 36，960，000

給 料 手 当 4，780，000

臨 時 雇 賃 金 2，520，000

法 定 福 利 費 800，000

福 利 厚 生 費 40，000

講 師 謝 金 3，000，000

広 告 宣 伝 費 150，000

会 場 費 300，000

会 議 費 350，000

旅 費 交 通 費 600，000

通 信 運 搬 費 550，000

消 耗 品 費 940，000

光 熱 水 料 費 150，000

支 払 手 数 料 100，000

賃 借 料 2，600，000

租 税 公 課 1，000，000

HP運 営 費 70，000
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資 料 費 100，000

委 託 費 15，890，000

印 刷 費 2，500，000

原 稿 料 500，000

雑 費 20，000

② 管 理 費 ］4，700，000

給 料 手 当 4，780，000

臨 時 雇 賃 金 2，520，000

法 定 福 利 費 800，000

福 利 厚 生 費 40，000

会 場 費 100，000

会 議 費 140，000

旅 費 交 通 費 1，500，000

通 信 運 搬 費 360，000

消 耗 品 費 250，000

光 熱 水 料 費 150，000

支 払 手 数 料 800，000

賃 借 料 2，600，000

租 税 公 課 70，000

HP運 営 費 240，000

印 刷 費 200，000

雑 費 150，000

経 常 費 用 計 51，660，000

当 期 経 常 増 減 額 3，400，000

他 会 計 振 替 額

当期一般正味財産増減額 3，400，000

2経 常 外 増 減 の 部

（D経 常 外 収 益
退職給付引当金取崩額 0

経 常 外 収 益 計 0

経 常 外 費 用
貯 蔵 品 廃 棄 損 500，000

経 常 外 費 用 計 500，000

当 期 経 常 外 増 減 額 △500，000

税引前当期一般正味財産増減額 2，900，000

法人税、住民税、事業税 70，000

当期一般正味財産増減額 2，830，000
一般正味財産期首残高

72，653，644
一般正味財産期末残高

75，483，644

皿 指定正味財産増減の部 0

皿 正味財産期末残高 75，483，644
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（総 資料7）

一般社団法人 日本 ビルエネルギー総合管理技術協会

平成27年 度執行部等一覧
（敬称略）

名誉会員

名誉会員

名誉会員

会
顧
顧

顧

彌

之
雄

伸

達

節

野
崎

村

狩

川
武

貫

木

村

上

綿

鈴

高

井

長

間

問

問

理 事 長

副理事長

副理事長

副理事長

理

理

理

理

理

理

理

理

理

理

理

理

監

監

事

事
事

事

事
事

村

本

原

本

上

田

子

網

谷

之

西

橋

上

橋

畔

池

鴻

金

小

渋

事 武 政

事

事
事
事
事

苗

野

林

森

森

山

加 藤

佐々木

民 輔
郎

彦

隆

一貞

淑

日出穂

司
靖
史
敏

樹

久

誠
彦
道

博

有

芳

義

英
正

次

二

明

明

之

昭

鏡

信

光

裕

芳

名 誉 会 員
太平 ビルサ ービス株式会社 会長兼社長

兀 株式会社東急コミュニティー 顧問

兀 昭和建物管理株式会社 取締役

執 行
ra衆 議院議長

グローブシップ株式会社 相談役

東京電機大学 名誉教授

東京理科大学 教授

株式会社シービーエス 社長

株式会社KMH会 長

株式会社東幸 社長

三幸株式会社 社長

太平ビルサー ビス株式会社 副会長

公益社団法人日本ファシリティマネジメント協会専務理事

株式会社ハ リマビステム 社長

株式会社朝 目ビルメンテナンス 社長

栄和建物管理株式会社 社長

高砂丸誠エンジニアリングサー ビス株式会社 社長
一般財団法人 コージェネ レーシ ョン ・

エネルギー高度利用センター 事務局長

一般社団法人 日本ガス協会 常務理事

東京ビジネスサービス株式会社 会長
一般財団法人 ヒー トポンプ ・蓄熱センター 専務理事

株式会社アネシス 社長

株式会社ケン トク 社長

長社

長社

社会

社

式

会

株

式

業

株

興

成

和

大

同

司

茂
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r⊥ ‘，

平成27年 度委員会委員長

総務委員会委員長 野島 信明

調査委員会委員長 鴻 義久

技術委員会委員長 橋本 有史

教育委員会委員長 上之原 靖

広報委員会委員長 畔上 敏

表彰制度委員会委員長 小網 英彦

ビル管理優良事業者評価制度

審査委員会委員長 高村 淑彦

（敬称略）

（
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（総 資料8）

平成28年 度 会長推薦 、理事 ・監事選任 （案）

（敬称略）

会 長 綿 貫 民 輔 元 衆議院議長

理

理

理

理

理

理

理

理

理

理

理

理

理

理

理

理

事

事

事

事

事

事

事

事

事

事

事

事

事

事

事

事

西 村

橋 本

上之原

橋 本

畔 上

鴻

金 子

小 網

武 政

野 島

林

森

成 田

多 田

加 藤

佐々木

日出穂

博 司

靖

有 史

敏

義 久

誠

英 彦

英 次

信 明

光 明

芳 昭

一 郎

進 一

憲 司

茂

株式会社シービーエス 社長

株式会社KMH会 長

株式会社東幸 社長

三幸株式会社 会長

太平ビルサービス株式会社 副会長

株式会社ハリマビステム 社長

株式会社朝日ビルメンテナンス 社長

栄和建物管理株式会社 社長
一般財団法人コージェネレーション ・

エネルギー高度利用センター 事務局長

東京 ビジネスサービス株式会社 会長

一般財団法人ヒー トポンプ ・蓄熱センター

専務理事

株式会社ケン トク 社長

公益社団法人日本ファシリティマネジメント協会

常務理事

一般社団法人日本ガス協会 常務理事

大成株式会社 社長

同和興業株式会社 社長

監 事 渋 谷 正 道

監 事 森 山 裕 之

高砂丸誠エンジニアリングサービス株式会社
相談役

株式会社アネシス 社長
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（総 資料9）

（H28．6．1改 正 案 ）

定 款

一般社 団法人 日本 ビル エネル ギー総合 管理技術協会

東京都港区東麻布1丁 目10－13東 麻布アネックス4階
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第 ユ章 総 則

（名 称）

第1条 この法 人 は、一般 社 団法 人 日本 ビル エネル ギー 総合 管理 技術 協会 （英 文名TheBuildillg

－EnergyManager’sAssociationofJapan 。略 称 「BEMA」 とい う。） と称 す る。

（事務所）

第2条 この法人は、主たる事務所を東京都港区に置 く。

2こ の法人 は、理事会 の議決 を得て、必要な地に従たる事務所を置 くことができる。

第2章 目的及び事業

（目 的）

第3条 この法人は、ビル及 び施設 （以下 「ビル」とい う。）のエネルギー総合管理技術の開発 に

関す る研究を行い、その成果の普及 を通 じて、わが国におけるエネルギーの効率的な利用の

促進 と、 ビルの社会経済的な機能の向上に寄与 し、もって国民経 済の健全な発展 に貢献す る

ことを目的 とす る。

（事 業）

第4条 この法人は、前条の 目的を達成す るため次の事業を行 う。

（1） ビルの管理 に関す る調査

（2）エネル ギー総合管理技術に関す る調査

（3）エネル ギー総合管理技術の開発及び確立に関す る研究

（4）エネルギー総合管理技術の実証的な試験及び研究

（5）エネルギー総合管理技術者 の養成

（6）エネルギー総合管理技術に関す る指導及び相談

（7）エネルギー総合管理技術 に係 る資料並びに情報の収集 、作成及び提供

（8）エルネギー使用 の合理化 に関す る行政施策の実施 に対す る協力及び事業

（9）地球温暖化防止法等 に関す る行政施策の実施 に対す る協力及び事業

（10）環境関連事業お よび関連物品販売事業

（11）ビルに関す るチ ューニングESCO事 業

（12）その他 この法人の 目的を達成するために必要な技術 開発及び事業

2前 項の事業は、 日本全国において行 うものとする。

（用語の意義）

第5条 本定款 における用語の意義は、次の各号に掲 げる とお りとす る。

（1） ビルの管理 とは、次の業務 をい うもの とす る
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① ビル の清掃

② ビル の警備

③ ビル におけるエネルギー関連設備の管理

④ 前①、②及び③ に掲げる以外の ビル の管理

（2） ビルエネルギー総合管理技術 とは、ビル において使用 されるエネル ギー （石油等 の燃

料、電力等のエネル ギーをい う。）の効率的な利用を基調 とする体系的な管理技術をい

うもの とす る

第3章 基 金

（基金の総額）

第6条 この法人は、一般社団法人及び一般財団法人 に関する法律（平成18年6月2日 法律第48

号、以下 「一般社団 ・財団法人法」 とい う。）第2章 第5節 の定めるところにより、基金 を引

き受ける者 （以下 「基金拠出者」 とい う）の募集をすることができる。

（基金の返還）

第7条 拠出 された基金は、基金拠出者 と合意 した期 日まで返還 しない。

（基金の返還 の手続 き）

第8条 基金拠出者に返還する基金の総額については定時総会 にお ける決議 を経た後、理事長が

決定 した ところに従って返還す る。

第4章 会 員

（種 別）

第9条 この法人の会員は、正会員、賛助会員、特別会員及び名誉会員の4種 とし、正会員 をも

って一般社団 ・財団法人法 に定 める社員 とする。

2正 会員 は、 ビルの管理 を業 とす るものお よびエネル ギー関連設備の総合的な管理を業 とす

るもの とす る。

3賛 助会員 は、次の各号に掲げるものとする。

（1） ビル の設計又は建設を業 とす るもの

（2） ビル を所有するもの

（3） ビルの貸付 を業 とするもの

（4） ビル をその目的のために使用 しているもの

（5）エネル ギーの供給を業 とす るもの

（6） ビル におけるエネルギー関連設備の製造、販売、設置施工又は安全の確保 を業 とする

もの

（7）前各号 に掲げるものを主た る構成員 とす る団体
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（8） ビル の管理を業 とす るもの （前項に規定す る正会員以外）

（9）その他第2項 、第4項 及び第5項 に規定す るもの以外のものであって、 ビルエネルギ

ー総合管理技術に関連を有す るもの

4特 別会員 は、次の各号に掲げるもの とする。

（1）前項第8号 に掲げるものを主たる構成員 とする地域的又は全国的な団体

（2）前号の地域的な団体 をもって構成す る全国的な団体

5名 誉会員 は、ビルエネル ギー総 合管理技術 の発展のために優れた功績 を有す る者及び ビ

ルエネル ギー管理技術に係 る高度 の学識経験を有す る者 とする。

（入 会）

第10条 この法人 の会員 （名誉会員 を除 く。）になろ うとす る者 は、理事会の定めるところによ

り申込みをお こないその承認 を受けなけれ ばな らない。

2名 誉会員は、総会において推薦 された者 を会長が委嘱す る。

3法 人又は団体たる会員にあっては、法人又は団体の代表者 として、 この法人 に対 してその

権利 を行使す る1人 の者 （以下 「会員代表者」とい う。）を定 め、理事長 に届 け出なければな

らない。

4会 員代表者 を変更 した場合 は、速やかに別 に定める変 更届を代表理事に提 出 しなければな

らない。

（入会金及び会費）

第11条 会員 は、総会において別に定 める入会金及び会費 を納入 しなけれ ばな らない。

（退 会） 、

第ユ2条 会員は別に定める退会届を理事長 に提出することによ り、任意 にいつで も退会す ること

ができる。

2会 員が次の各号のいずれかに該 当す るときは、退会 したもの とみなす。

（1）後見開始又は保佐開始の審判 を受け、成年被後見人又は被保佐人 になったとき

（2） 死亡 し、若 しくは失踪宣告を受 け、又は会員 であ る法人 、団体が解散 し、若 しくは破

産 した とき

（3）第13条 の規定により除名 された とき

（4）会費を納入せず、督促後 なお会費を1年 以上納入 しない とき

（5） 当該会員以外の総正会員が同意 した とき

（除 名）

第13条 会員が次の各号のいずれかに該当するときは、総会 において総正会員の半数以上であっ

て、総正会員 の議決権の3分 の2以 上の議決を得 て、当該会員を除名す ることができる。

（1） この法人の定款又は規則に違反 した とき

（2） この法人の名誉をき損 し、又は 目的に反する行為を した とき
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2前 項の規定により会員 を除名 しようとする ときは、当該総会 の 日か ら1週 間前までに当該

会員に通知 し、総会で弁明の機会を与えなけれ ばなちない。

3理 事長は、会員 を除名 した ときは、除名 した会員 に対 しその旨を通知 しなけれ ばな らない。

（会員資格の喪失に伴 う権利及び義務）

第14条 会員 が第12条 又は前条 の規定によりその資格 を喪失 した ときは、この法人 に対す る権利

を失い、義務 を免れる。 ただ し、未履行の義務 は、これ を免れ ることができない。

2こ の法人 は、会員がその資格を喪失 しても、既に納入 した会費その他の拠出金品は返還 し

ない。

第5章 総 会

（構 成）

第15条 総会 は、すべての正会員 をもって構成する。

2前 項の総会をもって、一般社団 ・財団法人法上の社員総会 とす る。

（権 限）

第16条 総会 は、次の事項について決議す る。

（1）会員の除名

（2）理事及び監事の選任又は解任

（3）理事及び監事の報酬等 の額

（4）貸借対照表及び損益計算書 （正味財産増減計算書）の承認

（5）定款の変更

（6）解 散及び残余財産 の処分

（7）その他総会で決議す るもの として法令又 はこの定款で定め られた事項

（開 催）

第17条 総会 は、定時総会 として、毎事業年度終了後3箇 月以内に1回 開催す るほか、臨時総会

は、必要 がある場合に随時、開催する。

（招 集）

第18条 総会 は、法令 に別段 の定めがある場合 を除き、理事会の決議に基づ き理事長 が招集する。

2総 正会員 の議決権 の10分 の1以 上の議決権 を有する正会員 は、理事長 に対 し、総会の 目的

である事項及び招集の理 由を示 して、総会の招集 を請求す ることができる。

3理 事長 は、総会の 日の1週 間前までに、正会員 に対 して、会議 の 日時及び場所並びに 目的

た る事項及びその内容 を示 した書面によ り、その通知 を発 しなければな らない。ただ し、総

会に出席 しない正会員が書面又は、電磁 的方法 によ り議決権 を行使す ることが できることと

するときは、2週 間前 までに通知 しなけれ ばな らない。

4総 会に出席できない正会員が書面で議決権を行使 できることとする ときは、前項の通知 に
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は、一般社 団 ・財団法人法上第41条 第1項 に規定す る次の書類 を添付 しなければな らない。

（1）総会参考書類

（2）議決権行使書

（議 長）

第19条 総会の議長は、出席正会員の うちから選出する。

（議決権）

第20条 総会 における議決権iは、正会員1名 につき1個 とする。

（決 議）

第21条 総会 の決議 は、総正会員 の議決権の過半数 を有す る正会員が出席 し、出席 した当該正会

員 の議決権 の過半数 をもって行 う。

2前 項 の規定にかかわ らず、次の決議は、総正会員 の半数以上であって、総正会員の議決権

の3分 の2以 上に当たる多数をもって行 う。

（1）会員の除名

（2）監事の解任

（3）定款 の変更

（4）事業 の全部の譲渡

（5）解散及び継続

（6）合併契約の承認

（7）その他法令またはこの定款 で定められた事項

3理 事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第1項 の決議を行わ

なければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第26条 に定める定数を上回る場合には、

過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の枠に達するまでの者を選任する

こととする。

（議決権 の代理行使）

第22条 総会に出席できない正会員 は、委任状その他 の代理権 を証 明する書面を理事長に提出 し

て、代理人 にその議決権 を代理行使 させることができる。 この場合において、第21条 の規定

の適用 について総会に出席 したもの とみなす。

（書面による議決権行使）

第23条 総会に出席 しない正会員が書面で議決権を行使することができるこ ととす るときは、総

会に出席できない正会員 は、第18条 第4項 に規定す る議決権行使書をもって議決権 を行使す

ることができる。 この場合において、当該議決権 の数を第21条 の議決権の数 に算入す る。

（決議及び報告 の省略）

第24条 理事長 が、総会の 目的である事項にっいて提案 した場合において、その提案 について正
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会員の全員が書面又 は電磁的記録によ り同意の意思表示を した ときは、その提案 を可決す る

旨の総会の決議があったものとみなす。

2理 事長が正会員の全員に対 し、総会に報告すべ き事項を通知 した場合 において、その事項

を総会 に報告することを要 しないことについて、正会員 の全員が書面又は電磁的記録により

同意 の意 思表示 を した ときは、その事項の総会への報告があったもの とみなす。

（総会議事録）

第25条 総会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成する。

2議 事録には、議長及び出席 した構成員のうちからその会議において選任された議事録作成

者及び議事録署名人2名 以上が記名押印 しなければならない。

第6章 役員等

（役員の設置）

第26条 この法人に、次の役員を置 く。

（1）理事6名 以上20名 以内

（2）監事2名 以内

2

3

4

理事 の うち1名 を理事長、3名 以内の理事 を副理事長 とす る。

理事長をもって一般社団 ・財 団法人法上の代表理事 とす る。

副理事長をもって一般社団 ・財団法人法上の業務執行理事 とし、 この法人の業務 を分担執

行す る。

（役員 の選任）

第27条 理事及び監事 は、総会の決議に よって選任す る。

2特 に必要があると認め られ る場合は、理事にあっては10名 、監事 にあっては1名 を限度 と

して正会員以外の者 を理事又 は監事に選任することを妨 げない。

3理 事長、副理事長及 び業務執行理事 は、理事会の決議 によって選定す る。

（理事 の職務及び権限）

第28条 理事は、理事会を構成 し、法令及 びこの定款で定 めるところによ り、職務 を執行す る。

2理 事長は、法令及 びこの定款 で定めるところによ り、 この法人 を代表 し、その業務 を執行

す る。

3副 理事長は理事長 を補佐 し、業務執行理事である副理事長 は業務 を掌理 し統括する。

4理 事長及び業務執行理事は、毎事業年度に4箇 月 を超 える間隔で2回 以上 自己の職 務の執

行の状況 を理事会に報告 しなければならない。

（監事の職務及び権限）
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第29条 監事は、理事の職務の執行 を監査 し、法令で定めるところにより、監査報告を作成す る。

2監 事 は、いつでも、理事及び使用人 に対 して事業の報告を求め、 この法人 の業務及び財産

の状況の調査 をす ることができる。

（役員 の任期）

第30条 理事の任期は、選任後2年 以内に終了する事業年度の うち最終 のものに関す る定時総会

の終結の時まで とする。

2監 事の任期 は、選任後4年 以内に終了す る事業年度 の うち最終のものに関する定時総会の

終結の時まで とする。

3補 欠 として選任 された理事又は監事 の任期は、前任者 の任期 の満了する時まで とす る。

4理 事又は監事は、第26条 に定める定数に足 りな くな るときは、任期の満 了又 は辞任により

退任 した後 も、新たに選任 された者が就任す るまで、なお理事又は監事 としての権利義務を

有す る。

5理 事又は監事については、再任 を妨 げない。

（役員の解任）

第3ユ条 理事及び監事は、総会の決議 によって解任することができる。

（報酬等）

第32条 役員は、無報酬 とす る。ただ し、常勤の理事及び監事に対 しては、総会において定める

総額 の範囲内で、総会において別に定める報酬等の支給 の基準に従って算定 した額 を報酬等 と

して支給す ることができる。

（会長及び顧問）

第33条 この法人に、会長1名 及び顧 問を必要に応 じて置 くことができる。

2会 長 は、総会の推薦 により理事長が委嘱 し、顧問は、理事会の推薦によ り理事長が委嘱す

る。

3会 長は、総会及び理事会に対 して、この法人の運営に関する基本的事項について意見を具

申し、又 は理事長の諮問に応ず る。

4顧 問は、この法人の運営に関 して理事長の諮問に答 え、又は理事長に対 して意見 を述べる。

5第30条 第1項 の規定は、会長及び顧問について準用す る。

第7章 理 事 会

（構 成）

第34条 この法人 に理事会 を置 く。

2理 事会は、すべての理事 をもって構成する。
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（権 限）

第35条 理事会は、次の職務 を行 う。

（1） この法人の業務執行の決定

（2）理事の職務の執行の監督

（3）理事長、副理事長及び業務執行理事の選定及び解職

（招 集）

第36条 理事会は、理事長が招集す る。

2理 事長が欠 けた とき又は理事長に事故があるときは、副理事長 が理事会を招集す る。

3理 事会を招集 しようとす るときは、理事長は、理事会のBの1週 間前までに、各理事及び

各監事に対 し、理事会の 目的である事項並びに 日時及 び場所、その他必要な事項 を記載 した

文書 によ り通知 しなければな らない。

（決 議）

第37条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係 を有す る理事 を除 く理事の過半数が出席

し、その過半数をもって行 う。

2前 項の規定 にかかわらず、一般社団法人 ・財団法人法第96条 の要件 を満た した ときは、理

事会の決議が あったものとみなす。

（議事録）

第38条 理事会 の議事にっいては、法令で定めるところにより、議事録を作成す る。

2前 項の議事録には、理事会 に出席 した理事長及び監事が、記名押印す る。

第8章 資産及び会計

（事業年度）

第39条 この法人の事業年度は、毎年4月1日 に始 ま り翌年3月31日 に終わる。

（事業計画及び収支予算）

第40条 この法人 の事業計画書及 び収支予算書 については、毎事業年度の開始の 日の前 日までに、

理事長が作成 し、理事会の決議を経て、総会の承認 を受 けなけれ ばな らない。これ を変更す

る場合 も同様 とする。

2前 項の書類にっいては、主た る事務所に、当該事業年度が終了す るまでの間備 え置 くもの

とす る。

（事業報告及び決算）

第41条 この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、理事長が次の書類 を作成

し、監事 の監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。

（1）事業報告
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（2）事業報告の附属明細書

（3）公益 目的支出計画実施報告書 （公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の

施行に伴 う関係法律の整備等に関する法律 （以下 「整備法」とい う。）127条 第2項 ）

（4）貸借対照表

（5）損益計算書 （正味財産増減計算書）

（6）貸借対照表及び損益計算書 （正味財産増減計算書）の附属明細書

2前 項 の承認 を受 けた書類 の うち、第1号 、第3号 、第4号 及び第5号 の書類 につ いては、

定時総会に提 出 し、第1号 及び第3号 の書i類についてはその内容 を報告 し、第4号 及び第5

号の書類 については承認を受 けなければならない。

3第1項 の書類のほか、監査報告を主たる事務所に5年 間備 え置 くとともに、定款 、名簿 を

主た る事務所 に備 え置 くもの とす る。

第9章 定款の変更及び解散

（定款の変更）V

第42条 この定款は、総会の決議 によって変更することができる。

（解 散）

第43条 この法人 は、総会の決議 その他法令で定め られた事 由により解散す る。

（残余財産の帰属）

第44条 この法人が清算 をす る場合において有す る残余財産は、総会の決議を経て、公益社団法

人及び公益財団法人の認定等 に関する法律第5条 第17号 に掲 げる法人又は国若 しくは地方

公共団体に贈与す るものとす る。

2こ の法人 は、剰余金の分配を行 うことができない。

第10章 公告の方法

（公告の方法）

第45条 この法人の公告は、電子公告 により行 う。

2事 故その他やむを得ない事 由によって前項の電子公告 をすることができない場合は、官報

に掲載す る方法による。

第ユ1章 委員会

（委員会）

第46条 この法人の事業 を推進す るために必要あるときは、理事会は、その決議により、委員会

を設置することができる。
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2委 員会は、その 目的 とする事項について、調査 し、研究 し、又 は審議す る。

3委 員会の委員は、会員及び学識経験者の うちか ら理事会が選任する。

4委 員会の任務、構成及び運営に関 し必要な事項は、理事会の決議 により別 に定める。

第12章 事務局

（事務局の設置等）

第47条 本法人の事務を処理するため事務局を設置する。

2

3

4

5

事務局には、所要 の職員を置き、事務局長 を置 くことができる。

事務局長は、理事会の決議 を経て、理事長が任免する。

事務局職員は、理事長が任免する。

事務局の組織及び運営に関し必要 な事項は、理事会の決議 を経 て理事長が定める。

（実施細則）

第48条 この定款 の実施に関 して必要な事項は、理事会の議決 を得て理事長が別に定める。

附 則

1こ の定款 は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団

法人の認定等に関す る法律の施行に伴 う関係法律の整備等 に関す る法律第121条 第1項 にお

いて読み替 えて準用す る同法第106条 第1項 に定める一般法人の設立の登記 の 日から施行す

る。

2こ の法人の最初の理事長は西村H出 穂 とす る。

3一 般社団法人及び一般財団法人に関す る法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等

に関す る法律の施行に伴 う関係法律の整備等 に関す る法律第121条 第1項 において、読み替

えて準用する同法第106条 第1項 に定 める特例民法法人の解散の登記 と一般法人の設立の登

記 を行 ったときは、第39条 の規定にかかわ らず、解散の登記の 日の前 日を事業年度の末 日と

し、設立の登記の 日を事業年度 の開始 日とす る。

4こ の定款は平成25年6月1日 付 にて一部改正す る。

5こ の定款 は平成28年6月1日 付にて一部改正す る。
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